
J. Natl. Inst. Public Health, 73 (5) : 2024350

保健医療科学　2024　Vol.73　No.5　p.350－358

連絡先：小坂健
〒980-8575　仙台市青葉区星陵町4-1
4-1 Seiryo-machi, Aoba-ku, 980-8575 Sendai, Japan.

Tel: 022-717-7638
E-mail: ken.osaka.e5@tohoku.ac.jp

[令和6年10月18日受理]

「歯・口腔の健康づくりプラン」を支える科学的根拠

小坂健

東北大学大学院歯学研究科国際歯科保健学分野

Scientific evidence supporting the “Oral Health Promotion Plan”

OSAKA Ken

Department of International and Community Health, School of Dentistry, Tohoku University

＜総説＞

抄録
エビデンスに基づく健康づくりのため，国内外の既存のコホート研究やレセプトのデータ等の知見
より，科学的な手法を議論した．米国のHealthy People 2030や英国の例を紹介するとともに，歯科健診・
検診についてのエビデンスの作成のための検証手法をまとめた．エビデンスとしては無作為化比較試
験RCTが望ましいが，すべての評価が可能とはいえず，これまでの大規模コホートのデータやエビデ
ンスの網羅的な解析を実施すること，一部はシミュレーションなどによる解析も必要である．これら
により，疾病削減効果，QOLの向上及び医療費への影響について評価することが望まれ，これらの知
見に基づいた歯科保健政策が望まれる

キーワード：エビデンスレベル，歯科保健対策，ランダム化比較試験，コホート研究

Abstract

To promote evidence-based health practices, scientific methods were discussed based on insights ob-
tained from existing cohort studies and medical receipt data, both domestically and internationally. Exam-
ples from the United States’ Healthy People 2030 and the United Kingdom were introduced, and verification 
methods for creating evidence related to dental check-ups and examinations were summarized. While ran-
domized controlled trials (RCTs) are desirable as evidence, it is not always possible to evaluate everything. 
Therefore, comprehensive analyses of data and evidence from large-scale cohort studies that have been 
conducted to date are necessary, along with some analysis through simulations. It is expected that these 
methods will facilitate an evaluation of the effects on disease reduction and improvement in quality of life 
(QOL), as well as the impact on healthcare costs. A dental health policy based on these findings is desired.
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特集：歯・口腔の健康づくりプランの方向性とその実現に向けた論点

I．緒言

エビデンスに基づく口腔保健戦略が求められている．

これまで，不定期に研究班などが組織され，口腔保健に
関するエビデンスが公表されてきた．著者らも協力して，
2015 年に，日本歯科医師会が中心となって「健康長寿
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社会に寄与する歯科医療・口腔保健のエビデンス」を出
版して，口腔保健に関する幅広いエビデンスがまとめら
れた[1]．
歯・口腔の健康づくりプランといっても，歯・口腔だ

けに特化した対策だけをやっていればよいわけではない．
口腔の状態は呼吸器感染症，動脈硬化性疾患や糖尿病等
の全身疾患と密接に関わっていることが明らかになって
きている．従って，コモンリスクファクターアプローチ
として，たばこ，適切な食事などの全身の健康にも影響
する要因を検討していくことも考慮に入れて，幅広い観
点からの戦略が必要となってくる（図1）[2]．
国際的な動向としては，国際歯科連盟(FDI)が，歯科

医師が主として臨床の場で行うべき，エビデンスに基づ
くアプローチについて報告をしている[3]．「科学技術が

急速に進化する中，情報はより容易に入手できるように
なり，歯科医師がこの新しい情報を日常診療に取り入れ
るための理解，評価，統合をする上での課題が増えてい
る．この課題に対応するため，歯科医療には，臨床実
践と口腔ケアにおいてエビデンスに基づくアプローチ
（EBD: Evidence-Based Dentistry）を採用することが奨
励されるべきである．EBDは，国際歯科連盟が推奨する
もので，臨床医が日常の診療で最も適切な証拠を解釈し
適用するのを助ける．現時点では，口腔ケアのすべての
側面を導くのに十分な証拠が存在せず，知識のギャップ
があることが認識されている． EBDの実践目標は，歯
科医師が患者に対して最善のケアを提供することである．
この体系的プロセスには，臨床的な疑問の特定，科学文
献から最適で適切な証拠の収集，その証拠の質の評価，
そしてその証拠をもとに臨床的な判断を行うことが含ま
れる．証拠は，臨床経験および特定の患者のニーズや希
望に関連する他の要因と統合される． EBDとは，患者
の口腔や医療状態および病歴に関連する，臨床的に関連
性のある科学的証拠を体系的に評価し，歯科医師の臨床
専門知識と患者の治療ニーズや希望を統合するアプロー
チを指す」としている．
英国では，歯科保健事業における「より良い口腔衛生
の提供：予防のためのエビデンスに基づくツールキッ
ト」を作成し，口腔保健に関わるエビデンスを整理し公
表している[4]．その中では，年齢やリスクによる対象
者毎に，歯科保健に関わるエビデンスが掲載されてい
る．参考までに「成人のう蝕予防」（表1），「歯周病予防」 
（表2）にエビデンステーブルの一部を掲載した．
米国のHealthy people 2030 においては，「虫歯は，米
国では子供と大人の間で最も一般的な慢性疾患であると
している．虫歯やその他の口腔の健康状態を減らし，人々

図1　コモンリスクファクターアプローチ[2]

表1　成人のカリエス予防のエビデンス（英国ガイドライン）
推奨事項 証拠ベース

1日2回以上歯を磨く：
• 夜寝る前（または就寝前）と少なくとも
もう1回は歯を磨く

• 1,350～1,500ppmのフッ素を含む歯磨き粉
を使う

• フッ素濃度が薄まらないように，歯磨き
後は水でゆすぐのではなく吐き出す

強く推奨　フッ化物配合歯磨き粉を使用した歯磨きの価値については，中程度の確
実性の証拠に基づいて強く推奨する．小児および青年を対象とした，吐き出すこと
とすすぐことの比較に関する研究からの確実性は中程度です．頻度とタイミングに
ついては，小児および青年からの確実性の低いエビデンスである．濃度のエビデン
スは，小児および青年の未熟な永久歯に関する研究に基づいている．

砂糖の入った食べ物や飲み物の摂取量と頻
度を最小限に抑える．

強く推奨　遊離糖類の摂取量がエネルギーの10%未満の場合，虫歯のリスクが低くな
るという中程度の確実性のエビデンスと，遊離糖類の摂取量がエネルギーの 5%未満
の場合，虫歯のリスクが低くなるという非常に低い確実性のエビデンスに基づいて
おり，WHOおよびSCANガイドラインに沿っている．

唾液の分泌が減少し，緩衝能力が失われる
就寝時には，糖分を含んだ食べ物や飲み物
を避ける．

条件付き推奨（3歳以上の小児）就寝前に遊離糖類を含む食べ物や飲み物を摂取する
と虫歯のリスクが増加するという，確実性の非常に低い証拠に基づく．

専門家の介入
口腔衛生のニーズと病気のリスクに基づい
て，3 ～ 24 か月の範囲でリコール間隔を割
り当てる．

条件付き推奨　定期的に歯科医に通う成人の場合，リコール間隔を個別に変更して
も悪影響がないという中程度の確実性の証拠に基づく条件付き推奨．「アクセスが難
しい」成人やより複雑な症状を示す成人については，証拠がない．



J. Natl. Inst. Public Health, 73 (5) : 2024

小坂健

352

が口腔保健サービスを受けられるようにすることに重点
を置いている．定期的な予防歯科ケアにより，問題を早
期に発見でき，通常は治療が容易になる．しかし，多く
の場合，費用が払えないため，必要なケアを受けられな
い人が多くおり，口腔衛生の問題を治療せずに放置する
と，痛みや障害を引き起こし，他の病気につながる可能
性がある．人々が歯科サービスを受けられるようにする
戦略は， 虫歯，歯周病，歯の喪失などの問題を防ぐのに
役立つ．局所的なフッ化物塗布などの個人レベルの介入
や，地域の水道水へのフッ化物添加などの地域レベルの
介入も，口腔衛生の改善に役立つ．人々に歯と歯茎のケ
ア方法を教えることで，口腔衛生の問題を防ぐことがで
きる」としている．様々な目標とモニタリング状況が報
告されている（表3）．[5]

我が国では，令和5年 10月5日 「歯科口腔保健の推進
に関する基本的事項の全部改正について」 とする通知が
出された．これまでの平成23年8月に制定された「歯科
口腔保健の推進に関する法律」（歯科口腔保健法）は，「口
腔の健康が国民が健康で質の高い生活を営む上で基礎的
かつ重要な役割を果たしている」ことを初めて提示した
法律であり，今後の歯科口腔保健を推進するための基本
理念を明示したものである．この歯科口腔保健法の第
12 条に基づき，厚生労働省は平成 24 年に「歯科口腔保
健の推進に関する基本的事項」を策定し，具体的な数値
目標を示した．この基本的事項に基づき，各自治体で地
域歯科保健対策が展開されつつある[6]．
さらに「経済財政運営と改革の基本方針 2022」（令和
4年 6月 7日閣議決定）において生涯を通じた歯科健診

表2　歯周疾患予防のエビデンス　成人（および歯周病の兆候がある12～17歳の若者）（英国ガイドライン）
推奨事項 証拠ベース

歯間プラークコントロール：
• 毎日，歯磨きの前に歯と歯の間から歯茎
の下までをきれいにする．

• 歯間ブラシまたは単房ブラシが入るス
ペースがある場合は，それを使用する．

• 歯と歯の間のスペースが狭い場合は，デ
ンタルフロスまたはテープを使用する．

条件付き推奨　フロッシングによる追加の利点に関する確実性の低いエビデンスに
基づく条件付き推奨であるが，この利点が臨床的に重要であるかどうかは不明 ．歯
間ブラシが入らないほど隙間が狭い場合にのみフロスを使用することを推奨してい
る．
歯間ブラシの使用は有益であり，フロスよりも効果的であるという確実性の低いエ
ビデンスであるが，この違いの臨床的重要性は不明．

専門家の介入
歯間プラークコントロールに関する患者の
好みを評価する:
• 適切な歯間補助器具を決定する
• 補助器具の方法と種類を実演する
• 補助器具によるプラーク除去能力と自信
を評価する

• 患者が歯間プラークコントロールの目標
を設定する食べ物や飲み物を避けてもら
う．

良い実践（エビデンスレベルとしては，強い推奨，条件付き推奨には劣る）．例とし
て，「患者が鏡を持っている間に，口の中で歯ブラシ（手動または充電式）を使用し
て各歯を系統的に清掃する方法，およびフロスや歯間ブラシを使用する方法を実演
する」が推奨されている．

表3　米国Healthy People 2030における口腔状態の指標とそのモニタリング結果（抜粋）
指標 モニタリング結果

生涯に渡って虫歯になる子供と青少年の割合を減らす　 変化なし
活動性虫歯および未治療虫歯の小児および青少年の割合を減らす 改善中
活動性虫歯または未治療の虫歯を持つ成人の割合を減らす 改善中
未治療の根面う蝕のある高齢者の割合を減らす 目標達成以上
45歳以上の成人のうち，すべての歯を失った人の割合を減らす ̶ 悪化
45歳以上の中等度および重度の歯周炎を患う成人の割合を減らす ベースライン調査のみ
口腔がんおよび咽頭がんの早期発見率の向上 ベースライン調査のみ
口腔保健システムの利用を増やす 目標達成以上
予防歯科受診を受ける低所得の若者の割合を増やす 悪化
1本以上の大臼歯に歯科シーラントを施している小児および青少年の割合を増やす 悪化
水道水に推奨量のフッ化物が含まれている人の割合を増やす ベースライン調査のみ
2歳以上の人の添加糖類の摂取を減らす 変化なし
歯科保険加入者の割合を増やす 改善中
必要なときに必要な歯科治療を受けられない人の割合を減らす 目標達成以上
口腔および頭蓋顔面の健康監視システムを導入している州や地区の数を増やす 算定中
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（いわゆる国民皆歯科健診）の具体的な検討等の歯科口
腔保健の強化が盛り込まれており，全身の健康にもつ
ながる歯周病などの歯科疾患対策を強化するため，現
在 10 歳刻みで行われている歯科健診の機会の拡大とと
もに，歯科健診の受診率向上を図る旨が記載されている．
歯科健診を行うには一定の費用がかかることから，いわ
ゆる国民皆歯科健診の制度化には，歯科健診による歯・
口腔及び全身の健康や医療費の削減等の効果を明らかに
しつつ，制度化する必要が指摘された．国の予算として
も，従来からの「8020運動・口腔保健推進事業」のほか，
「全世代向けモデル歯科健康診査等実施事業」，「歯周病
等スクリーニングツール開発支援事業 」等が計上され
ており，歯科健康診査に向けて準備が進められている．

II．方法
歯科健診の受診と歯・口腔及び全身の健康への影響，
歯科健診による歯科及び医科医療費の削減効果等の歯科
健診の影響に関しては，一部において関係性が指摘はさ
れているものの，因果関係が明らかとなっていない．い
わゆる国民皆歯科健診の具体的な検討に際し，歯科健診
の影響・効果等を分析するための効果検証手法について
検討した．

III．結果及び考察
健診及び検診の定義について確認する．健診は「健康
診断」の略語であり，健康かどうか，病気の危険因子が
あるか等を確認することであり，教育なども含まれる場
合もある．一方，検診は特定の病気を早期に発見するこ

とである．地域のがん検診のような対策型検診と任意型
検診がある．対策型検診とは，例えばがん検診を例にあ
げると，集団全体の死亡率減少を目的として実施するも
のを指し，公共的な予防対策として行われる．主として
エビデンスの高い方法により有効性が確立したがん検診
を選択し，利益は不利益を上回ることが基本条件となる．
わが国では，対策型検診として市区町村が行う住民検診
が該当する．がん検診としては，肺がん，胃がん，大腸
がん，乳がん，子宮頸がんの 5つであり，前立腺がんに
ついては国の対策型検診としては推奨されていない．任
意型検診とは，対策型検診以外の検診が該当するが，そ
の方法・提供体制は様々である．典型的な例は，医療機
関や検診機関が行う人間ドックが該当するが，保険者に
よる予防給付や個人による受診選択など受診形態も様々
である．検診方法の選択，精度管理などの問題もあるが，
個々の受診者への対応が可能となるという利点もある．
保健事業のなかでは健診・検診は通常 2次予防に位置
づけられる．ただし，歯科の場合，1次予防，3次予防
の要素を含んでいる．
1次予防　 疾病予防　フッ化物利用　シーラント　歯科

教育
2 次予防　疾病の早期発見　歯周疾患検診等
3 次予防　重症化阻止・リハビリ　口腔ケア等

1．現行の歯科健診・検診の対象者と体制について
現行の歯科健診・検診の体制については図 2の通りで
ある．乳幼児歯科健診，学校歯科健診，市町村による歯
周疾患検診，労働安全衛生法による事業者による歯科健

図2　現行の歯科健診・検診の体制（厚生労働省資料より）
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診，特定健診特定保健事業による歯科健診，後期高齢者
の被保険者に対する歯科健診である．それぞれ根拠法も
異なっているが，市町村による歯周疾患検診，労働安全
衛生法による事業者による歯科健診の場面での取組につ
いて検討を行った．

2．エビデンスレベル　無作為化比較試験RCTの重要性
と限界
研究の吟味において重視される研究方法をわかりやす
いように類型化して信頼度の目安とするのが，エビデン
スレベルと呼ばれるものである（表 4）．一般にランダ
ム化比較試験RCTとして，無作為に介入群・非介入群を
決めて比較する研究デザインの研究は，エビデンスレベ
ルが高いとされる．そのランダム化比較試験を複数集め
て検討した系統的レビューやメタアナリシスが最もレベ
ルが高いとされる．しかしながら，個々の研究デザイン
のサンプルサイズや対象者により個別の評価が望まれる．
すべての研究でRCTが出来るわけではないこととし
て，費用や対象人数とともに既に利用されている治療法
などの場合には倫理的な問題も生じる可能性がある．ま
た，RCTでカバーされない集団，介入あるいは効果があ
ることが指摘されている．Deatonらは「ランダム化比較
試験（RCT）は，医学だけでなく社会科学分野でもます
ます人気が高まっている．私たちは，一般市民や時には
研究者が，他の調査方法よりもRCTに過度の信頼を寄せ
ていることを主張する．応用文献によく見られる主張と
は裏腹に，無作為化は治療群と対照群の治療以外のすべ
てを均等にするわけではなく，平均治療効果の正確な推
定値を自動的に提供するわけでもなく，（観察・未観察）
共変量について考える必要から解放してくれるわけでも
ない．」「推定値が偶然に生み出されたものであるかどう
かを調べることは，一般に考えられているよりも難しい．
RCTはせいぜい不偏推定値を出す程度だが，この性質は
実用的な価値には限界がある．その場合でも，推定値は
試験のために選ばれたサンプルにのみ適用され，多くの
場合，便宜的なサンプル以上のものにはならない．試験
サンプルが属する集団や，試験に参加した個人を含む他
の個人に結果を拡大するには，正当な理由が必要である
[7]」としている．

RCTが実施できない場合において，未測定の交絡が存

在すると考えられる場合には，以下のような方法が検討
される．
1)操作変数法（Instrumental variables estimation）対象の
要因を通してしか結果に影響与えない操作変数（IV: 
Instrumental Variables）を利用することで，未観測の交
絡因子が存在しても，対象の要因の影響・効果を推定
する方法[8]．
2）差の差の分析（DID: difference-in-differences analysis）
介入群（政策の影響を受けたグループ）とコントロー
ル群（政策の影響を受けなかったグループ）の 2つの
グループにおいて，政策導入前と導入後の 2つのタイ
ミングのデータを比べていく方法[9]，
3）不連続回帰（RDD: regression discontinuity design）介
入がなされるカットオフもしくは閾値を割り当てるこ
とで，介入の因果効果を取り出す準実験的事前事後テ
ストデザインである[10]
4）傾向スコアマッチング（PSM: propensity score match-

ing）研究対象者の背景情報のバランスを調整するため
に，傾向スコア（共変量を要約した指標）を使用して，
介入群と対照群をマッチングする[11]等である．
具体的な「差の差の分析」を活用した事例として，ス
コットランド政府は，2006年4月にNHSの無料歯科検診
を導入し，住民の口腔内の健康を向上させることを奨励
した．英国家計パネルからのデータを使用した．117761
人の個人回答者を対象とした全国代表データを用いて
2001 年から 2008 年までの期間を対象に，この政策が
NHSの利用率に与える影響を評価した．その際，スコッ
トランドにおける歯科検診を，DID法を用いて分析した．
その結果，スコットランドにおけるNHS歯科検診の受診
率は，英国の他の地域と比較して 3-4％増加した．歯科
検診に対する経済的な障壁を取り除くと，実際に利用が
わずかに増加することがわかったとし，スコットランド
における歯科医療の提供に広く影響を与える可能性があ
るとした[12]．

3．評価の指標
(1)　quality-adjusted life year（QALY）
対策型のがん検診の評価においては，集団全体として
の死亡率減少効果が有効性評価のエビデンスとして使わ
れてきた．一方，歯科健診・検診においては，すぐに死
亡率減少効果というわけにはいかないが，歯周疾患や
う蝕の罹患を減らし，健康な口腔を実現することによ
り，糖尿病の制御や誤嚥性肺炎の発症予防といった全身
疾患と関係があることが指摘されてきている．このよう
なことから，これらの罹患率を評価するとともに，歯科
疾患の医療費の比較や全体の医療費を比較するといった
ことが考えられる．コストの計算のなかでは，CUA（cost 
utility analysis）の中では障害調整生存年 DALY（Disabil-
ity-adjusted Life Year）と質調整生存年QALYがよく用い
られる．歯科的介入を考えるときにはQOLを検討する
ことが他の疾患とのインパクトの比較をする時にも有効

表4　 エビデンスレベル（上位ほどエビデンスレベルが
高い）

Ⅰ  システマティック・レビュー／ RCTのメタアナリシス
Ⅱ  １つ以上のランダム化比較試験
Ⅲ  非ランダム化比較試験
Ⅳa 分析疫学的研究（コホート研究）
Ⅳb 分析疫学的研究（症例対照研究，横断研究）
Ⅴ  記述研究（症例報告やケース・シリーズ）
Ⅵ  患者データに基づかない，専門委員会や専門家個人の

意見
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であると考えられる．我が国の診療報酬における薬剤の
評価の一部には導入された．これまで歯科領域における
QALY評価は複数実施されているが，わが国の成人にお
ける歯周疾患，う蝕や口腔がんといった疾病における数
値などを示していくことが望まれる[13]．
歯科的な効果の観点からQALY以外にも，様々な指標

があり，調査の中で質問項目を追加しておくことが望ま
れる．ただし，これらの指標の活用にあたっては，費用
が発生する場合があり，事前に確認を要する．

(2)　General [Geriatric] Oral Health Assessment Index 
（GOHAI）
GOHAIは，口腔に関連した包括的な健康関連QOL
を測定する尺度である．12 の項目から構成されてお
り，1990 年に米国のKA Atchisonらによって作成された．
当初は高齢者を対象に開発をおこなったため，名称を
Geriatric Oral Health Assessment Indexとしていた．その
後，他の年齢層にも使用可能であることが実証されたこ
とから，General Oral Health Assessment Indexの名称も
使用されるようになった．口腔分野のQOL尺度として
はいち早く国際的に紹介されたものであり，日本語版は
内藤らが作成し，高齢者ならびに一般の成人集団におけ
る信頼性・妥当性などの計量心理学的評価が終了してい
る[14]．2006 年に日本の国民標準値設定のための調査が
行われ，同年10月より国民標準値が公表されている．

(3)　Oral Health Impact Profile (OHIP)
Oral Health Impact Profile（OHIP）は，口腔障害が

QoLに与える影響に関する個人の認識を評価するために
デザインされたものである．口腔障害/疾患およびその
治療に関連する機能障害，不快感，障害，ハンディキャッ
プを評価する49項目の尺度である．このうち，機能制限，
身体的苦痛，心理的不快感，身体的・心理的・社会的障
害，総合的なハンディキャップの主要項目を表す短文用
紙OHIP-14 が開発され，口腔QOL評価に頻繁に使用され
ている．OHIP-14 は，異なる言語版を含む様々な集団に
おいて，健全な心理測定学的特性が実証されている[15]．

4．事業評価における効果検証手法
歯科健診・検診の効果検証については，いくつかのス
テップを考える必要がある．歯科健診から最終的なQOL

の向上や医療費の削減までのアウトカムまでを一つの研
究として評価していくことは，実施規模や検証期間の制
約からは実施は難しいことが考えられる．そのため，下
記⑴ ～⑹のステップ毎のアウトカムについても評価し
ておく必要があろう（図3）．
⑴歯科健診・検診　⑵歯科受診・教育的介入　⑶治療・
行動変容　⑷歯科疾患の低減　⑸全身疾患への効果　⑹ 
医療費の削減・QOLの向上

(1)　歯科健診・検診
歯科健診・検診については，現在，実施されている市
町村の歯周疾患健診では，受診率が極めて低いことが指
摘されている．都道府県別にみると，平成 27 年度で最
も受診率が高い県では 13.33％，最も低い県では 0.34％
であり，都道府県で受診率は大きく異なっていたことが
報告されている．健診受診率を向上させるための介入試
験は理屈の上では可能である．地方自治体などの行政施
策として実施する場合には，公平性の観点から住民の一
部のみに介入することは難しい場合もあることに留意が
必要である．その場合，介入時期をずらしたクロスオー
バー試験を行うことや介入方法を変えて，非劣勢試験な
どで効果を検証することも考慮される．
海外の研究からは，検診受診や医療の予防的サービス
の受診には，保険によるカバーがされているかどうか，
収入や就業状況が大きく影響を及ぼすことがわかってい
る．またナッジなどを活用した受診勧奨や個別のメール
などでの受診勧奨も有効なことがわかっている．さらに，
勤務中に時間をきちんと確保し，受診しやすくするよう
な制度的な取り組みも受診率向上に役立つことがわかっ
ている．ただし，日本における歯科検診における受診率
向上のエビデンスは限られていることから，この分野で
のエビデンスの構築が望まれる．
一方で，国民健康・栄養調査によれば 20 歳代の歯科
検診の状況は年々増加しており，平成 28 年には 43％以
上が過去一年間に歯科検診を受診していると回答してい
る．特に 50 歳以上では 50％以上の者が歯科検診を受け
ている．したがって，介入による受診率向上については
これら自治体の歯周疾患検診の受診率だけでなく，実際
の歯科検診受診率の向上に寄与するかどうかの視点も必
要であり，先述したDID法などの解析手法も非常に参考
になる．

図3　歯科健診・検診の流れ



J. Natl. Inst. Public Health, 73 (5) : 2024

小坂健

356

(2)　歯科受診・教育的介入
歯科検診からそれが歯科受診につながるかどうかが一
つの課題である．代表的なエビデンスの評価として著名
なコクランライブラリーでは，英国の学校歯科検診では，
それが対象者の歯科受診につながっているとする証拠が
乏しいと評価している[16]．US Preventive Services Task 
Forceが実施したレビューによると，32 件の研究（試験
19件，観察研究9件，非ランダム化臨床介入研究4件，
対象人数合計 106,694 人，システマティックレビュー 1
件で 19 件の研究を対象とした評価がなされている．プ
ライマリケア医でのスクリーニングが臨床転帰に及ぼす
影響を評価した研究はなかった．1 つの研究（n=258）
では，プライマリケアにおける小児科医の診察は，むし
歯のある子どもを特定するための感度 0.76（95％ CI, 0.55
～0.91）特異度 0.95（95％ CI, 0.92～0.98） と関連してお
り，1 つの研究ではリスク評価ツールは将来むし歯のあ
る子どもの感度 0.53 および特異度 0.77（n = 697，CI は
未報告） とされた．プラセボと比較したフッ化物外用剤
は，う蝕負担の減少と関連した（14 試験，n=3419；予
防率 0.43［95％ CI 0.30-0.57］．他の教育やキシリトール
による予防的介入に関するエビデンスは限られており，
または利用が難しい（フッ化ジアミン銀），プライマリ
ケアの歯科への紹介と紹介なしを直接評価した研究はな
かった．5歳から17歳の小児および青少年を対象に，プ
ライマリケアの臨床医が行う口腔の健康状態（虫歯を含
む）の定期検査のメリットとデメリットを評価するには，
現在のエビデンスでは不十分であると結論付けた[17]．
我々は，国内で歯周病スクリーニングを受けた人のう

ち，スクリーニングを受けた後に歯科医を受診した人の
割合が高く，歯周病スクリーニングがその後の定期的な
歯科受診の増加と関連していることが示唆されることを
発表した[9]．

(3)　治療・行動変容
検診受診により歯科医療につながったところでそれ

が維持されるかどうかも大きな問題となる．英国保健医
療研究所（NICE:National Institute for Health and Clinical 
Excellence）では，これらについてのガイドラインを作
成しており，その後RCTが行われ，コクランレビューも
発表された[18]．

(4)　歯科疾患の低減
スイスでのシミュレーション研究によると，専門的

な歯周ケアによって医療制度のコスト削減がなされる
ことが推計されている[19]．3つの異なるシナリオに
ついて，35 年から 100 年の想定寿命で 20 万人のシミュ
レーションを繰り返し，1人の個人が歯周病状態から
次の状態に移行する 4 ヶ月の期間に対応し，それぞれ
に推定される直接的および間接的な治療費が関連し
た． 適切な診断と専門的な歯周病ケアの遵守は，現
在のスイスの人口において，59.4 億スイスフランの自

己負担と 10.3 億スイスフランの社会福祉コストを節約
する強力なメリットがあった． 直接的および間接的
な医療費を考慮すると，35 歳の個人が死亡するまで予
想される総費用は，最小限のケアで17,310スイスフラン，
最適なケアで 15,606 スイスフランであり，1,704 スイス
フランの節約となった． 結論として，歯周炎の早期発
見と適切な治療により，歯周炎の治療にかかる総費用と
関連する二次的損傷を，特に人生の後半において削減す
ることができる． このようなコスト削減は，自費診療
と社会福祉でカバーされる治療の両方において，定期的
な歯周サポートケアによって，個人レベルでさらに報わ
れる可能性があるとしている．

(5)　口腔の健康と全身疾患への効果
口腔と全身疾患については，RCTは糖尿病のHbA1C
など，比較的短期間の介入で評価可能な研究では実施さ
れてきているが，疾患の発症となると長期間かつ大規模
な介入が必要となり，実施には課題が多い．現在，地
域コホート研究による長期間の追跡による研究が行わ
れてきている．国内の研究でも，死亡への影響[20]，認
知症や軽度認知障害（MCI）[21]，脳卒中，心臓血管疾
患，糖尿病，肺炎などといった器質性疾患から，ADLや
IADL，健康寿命の延伸[22]などが報告された．さらには
閉じこもりや主観的幸福感うつ[23]といった精神社会的
な影響まで研究が報告されている．

(6)　医療費の削減　QOLの向上
歯科検診が全身疾患の医療費を含めた研究は調べた限
りではないものの，例えば糖尿病のスクリーニングを実
施することの費用効果分析などは実施されている．ある
研究では，スクリーニングを行わない場合と比較して，
スクリーニング戦略シミュレーションにより，心筋梗塞
の発生率（スクリーニングを受けた1,000人あたり3～9
イベント予防）と糖尿病関連の微小血管合併症の発生率
（1,000人あたり3～9イベント予防）が減少し，50年間
に追加されるQALY数（割引前のQALY数93～194）が増
加した． ほとんどの戦略で，かなりの数の模擬死亡（1,000
人当たり2～ 5イベント）が予防された． 脳卒中の発生
率に対するスクリーニングの効果はほとんどなかった
（1,000 人当たり 0-1 件の予防）． 5 つのスクリーニング
戦略では，1QALYあたりの費用は約 10,500 米ドル以下
であったが，45 歳でスクリーニングを開始し，毎年繰
り返す場合（15,509 米ドル），60 歳でスクリーニングを
開始し，3年ごとに繰り返す場合（25,738 米ドル），ま
たは最大スクリーニング戦略（30 歳でスクリーニング
を開始し，6 ヵ月ごとに繰り返す場合： 40,778米ドル）
では，費用はかなり高くなった． いくつかの戦略では，
獲得QALY数が大きく異なっていた． 1QALYあたりの費
用は，糖尿病と診断された状態（症状がある場合とない
場合）の不利さの影響を受けやすかった．この研究から
は米国では，2型糖尿病のスクリーニングは，30 歳から
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45 歳の間に開始し，3-5 年ごとにスクリーニングを繰り
返すと費用対効果が高いことが報告されている[24]．

IV．結語

各疾患の医療費の低減やQOLの向上の研究結果を外
挿することにより，全体の医療費の増減のシミュレー
ションが可能となる．これらを踏まえたうえで，国内で
の研究を促進するとともに，エビデンスに配慮した歯科
保健対策が求められる．

利益相反

利益相反なし
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